様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　2023年12月07日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）かぶしきかいしゃ えこそにっく    
一般事業主の氏名又は名称 株式会社 エコソニック
（ふりがな）ごとう  なおや        
（法人の場合）代表者の氏名 後藤 直也    印   
住所　〒505-0055
岐阜県美濃加茂市加茂野町稲辺430-2
法人番号：1200001035511
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	Ecosonic DX Report 2023

	公表日
	2023年12月04日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	【公表方法】ホームページ
【公表場所】https://ecosonic.co.jp/3060/
【記載箇所】Ecosonic DX Report 2023
【ページ】2ページ,3ページ

	記載内容抜粋
	【企業経営の方向性】
私たちは、エネルギー（脱炭素・防災）事業、建築事業を推進することで社会
課題の解決に努め、「ありがとう」を集め、感謝の好循環社会を目指します。
◼ミッション：将来のこどもたちのために
・私たちが提供する製品やサービスは、次世代の子供たちが豊かで充実した未来を享受できるように、持続可能な社会の発展に貢献します。
◼ビジョン：Collect “ARIGATO”
・当社に関わるすべての方に「ありがとう」を届け、エコソニックからはじまる「ありがとう」の好循環を作ります。
◼バリュー：Accelerate for Customers
・関わるすべての方々に謙虚に対応し、お客様の要望に迅速に応える姿勢を持ち続けます。
【情報処理技術の活用の方向性】
市場の変化が加速していく中において、新規事業や付加価値をスピード感を持って創出することで顧客満足度を高めること。また、新しいデジタル技術に対する受容性を高めることで他社との差別化を図れるような変革に向けて行動することを宣言し、次の3つの「DX方向性」を策定します。
1.リアルタイム経営
・データに基づいた素早い意思決定により、顧客満足度を高めます。
2.業務全体の最適化
・生産性と創造性の向上と働きやすさを両立した職場環境により、従業員満足度を高めます。
3.DX人材の創出
・DXに関するリテラシーを身につけ、自分事と捉え、行動できるようになります。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	意思決定機関である代表取締役 および 2023年12月3日開催の経営会議にて承認され、ホームページに公表



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	Ecosonic DX Report 2023

	公表日
	2023年12月04日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	【公表方法】ホームページ
【公表場所】https://ecosonic.co.jp/3060/
【記載箇所】Ecosonic DX Report 2023
【ページ】4ページ

	記載内容抜粋
	(1)で決定した「情報処理技術の活用の方向性」の3つの柱に対し、短期（1～2年）、中期（2～3年）、長期（3～5年）で方策を策定。なお、業務全体の最適化は、現場業務と事務業務に分割して策定した。
※本申請書には、直近である短期（1～2年）の方策のみを抜粋。
1,リアルタイム経営
・会計システム および CRM 導入による、経理顧客情報の迅速なデータ入力
・グループウェアの導入による、情報の一元管理と職人と事務員とのコミュニケーションの充実
2-1,業務全体の最適化（現場業務）
・案件情報のデータ化による現場監督の事務業務の負担軽減による、施工品質の向上
2-2,業務全体の最適化（事務業務）
・グループウェア導入による、アナログデータのデジタル化と業務の標準化
・リモートワーク環境構築
3,DX人材の創出
・従業員全員がDXに関する用語が普通の会話で理解できること

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	意思決定機関である代表取締役 および 2023年12月3日開催の経営会議にて承認され、ホームページに公表



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	【記載箇所】Ecosonic DX Report 2023
【ページ】5ページ、6ページ

	記載内容抜粋
	【体制・組織】
経営会議の直下に「DX 推進チーム」を設置
・推進責任者：後藤 真紀（取締役専務）
・外部人材：今井 陽介（サンズITコンサルティングオフィス）
【人材の育成・確保】
情報リテラシー社内研修および外部研修機会の提供。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	【記載箇所】Ecosonic DX Report 2023
【ページ】6ページ

	記載内容抜粋
	デジタル技術の導入にあたり、毎年IT関連予算を売上高の2%設け、方策を実行していきます。
1.会計システムの導入および活用による経理データ入力効率化
2.Google Workspace およびNASの活用による社内情報の一元化
3.Backlog（案件管理システ）の導入による案件情報の一元化
4.リモートワーク環境構築
5.情報リテラシー社内研修および外部研修機会の提供
6.情報セキュリティ対策強化



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	Ecosonic DX Report 2023

	公表日
	2023年12月04日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	【公表方法】ホームページ
【公表場所】https://ecosonic.co.jp/3060/
【記載箇所】Ecosonic DX Report 2023
【ページ】7ページ

	記載内容抜粋
	KGI（5年後）
1, リアルタイム経営
①売上高（目標非公表）
②売上高営業利益率（目標非公表）
2, 業務全体の最適化
①リモートワーク実施社員の割合：間接人員100%
②現場案件の情報管理共有率：95%
3,DX人材の創出
①現場作業のデジタル化に対応できる人員：1名
②伴走支援の下、プロジェクト管理やIT課題を解決できる人員：1名
③情報セキュリティインシデント件数：ゼロ件



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	2023年12月04日

	発信方法
	【公表先】
ホームページ上にてメッセージを公表
トップページ＞＞ニュース・お知らせ＞＞2023年12月4日『DX戦略方針』策定のご報告
https://ecosonic.co.jp/3060/
【掲載場所】
『DX戦略方針』策定のご報告

	発信内容
	「株式会社エコソニックは将来の子供たちの為に、再生可能エネルギーを推進させ、地域脱炭素を目指します」
　2018年9月に発足した弊社は、再生可能エネルギーを中心とした総合エネルギー事業を展開して参りました。事業の中心は、太陽光発電の設置で、地元地域で脱炭素活動を推進しております。
　最近は、一般社団法人道の駅連絡会と連携し、太陽光発電を搭載したイベント用大屋根「みちヤネ」をリリース。活動が全国規模になってきており、業務量が増大して参りました。これまでと同様、顧客のみなさまに価値を提供し続けるとともに、さらなる脱炭素活動を推進して行くためには、デジタル技術の活用、および DXの推進が必須となっております。
　この環境変化に対応すべく「DX推進に関する方針」をまとめ、社員一丸となってデジタル技術を学び、活用することにより、新たな価値を創出することで、顧客満足度向上ならびに脱炭素推進に取り組んで参ります。
株式会社エコソニック
代表取締役　後藤直也



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2023年11月～継続中

	実施内容
	DX推進指標による自己診断を行い、「DX推進ポータル」にDX推進指標自己診断フォーマットを提出。
※受付番号：202311AH00006678



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2023年10月～継続中

	実施内容
	「5分でできる！情報セキュリティ自社診断」で自社の状況を把握し、情報セキュリティポリシー（基本方針）を定め公開し、SECURITY ACTION 二つ星を宣言。
※自己宣言ID:40328727652



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

